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論 文 の 要 旨 

 本論は主に 2 つのことを明らかにすることを目的としている。一つは、第 2 章において、2020 年

の夏季オリンピック・パラリンピックの東京開催決定が居住地価格に与えた影響として、オリンピッ

クの開催決定直後の都市開発や長期的な経済効果に対する期待の現在価値による地価の上昇分とし

て、選手村を中心とするエリアでどの程度地価が上昇したのかを、2010 年から 2015 年までの公示

地価の情報を用いて、2013 年 9 月の開催結果直後に選手村を中心とする開催地域の地価がどの程度

上昇したのかを測定することであった。推定の結果、2015年には、選手村付近では 8.0％、半径 12km 

以内では平均で約 3.0％の地価上昇が確認された。さらに、選手村の半径 12km 以内の平均として約 

1.6％の有意な地価の上昇を観察した。 

もう一つは、第 3章において、東京 23 区の中小河川に関する洪水ハザードマップを事例として 、

公示地価に関するパネルデータを構築することにより、リスク公表が地価に与える影響を分析してい

る。それに先立ち、情報提供と都市資本価値に関する理論分析を行い、基本的都市モデルの枠組みに

おいて均衡解を解析的に導出している。実証研究の結果、公表効果は予想浸水深、用途地域および公

表後経過年数の違いによって異なる傾向を示し、住居地域、近隣商業地域、工業地域において、予想

浸水深の低い地点では公表効果が即座に表れず、公表から 2 年経過後より次第に高まったことが示

された。 

実証分析から、情報提供はポジティブなものであれネガティブなものであれ、都市資本価値に正の

影響をもたらすことが示された。他方、理論分析からは、情報提供を行ったとしても情報に従う家計

の占める割合は無リスクな土地の比率にとどまることが示されている。厚生改善のために、公共部門

は情報提供と並行して土地のリスクそのものを除去することが必要であると結論付けられている。 

 



 

審 査 の 要 旨 

【批評】 
 本論文は、都市経済学上非常に興味深いテーマを取り扱っており、かつ、防災政策上も重要な示唆

を含む内容となっている。各章の分析内容について、評価できる分析が多く、特に、統計的因果効果

分析の標準的な手続きなど、興味深い結果を説得的に導出している点が評価できる。 

当初の草稿では博士論文全体の構想、章立て、内容が不十分な点もあったが、改めて既存研究のサ

ーベイを踏まえて本論の位置づけが明確化され、最終稿においては博士論文全体の構成が改善され

た。さらに、情報提供が都市資本価値に与える影響について、どのようなメカニズムで影響を与える

かについて十分に答えられていないとの指摘があったが、理論的分析と解釈が新たに加える事によ

り、改善されている。サーベイ、理論的考察等の不足についても最終稿においては十分に加筆改良さ

れている。 

 都市再開発の影響をコントロール後 1.6%の上昇というのがこの論文の貢献であり、この数字の意味

するところの説明の不足が指摘され、この数字が分析期間を通じて変化しない要因についての固定効

果によってコントロールされた上での残りの結果である旨が回答された。 

選手村以外の影響、また、オリンピックとは関係なく期間中に行われた開発プロジェクトの効果や

ハザードマップ公表による地価上昇効果の形状(Ｕ字型)についても考慮すべきであるとの指摘に関

しては、第 2章 5節の推定結果の中で記述されている旨が回答された。 

本論文は、イベント開催へのコミットメントやハザードマップ公表によって代表される情報公開の

効果を、ヘドニック・アプローチを基にした統計的因果効果分析の標準的な手続きによって興味深い

結果を導き出している。それに先立ち、情報提供と都市資本価値に関する理論分析を行い、均衡解を

解析的に導出している。さらに、東京 23 区の中小河川に関する洪水ハザードマップを事例とした実

証研究の結果、公表効果は予想浸水深、用途地域および公表後経過年数の違いによって異なる傾向を

示し、住居地域、近隣商業地域、工業地域において、予想浸水深の低い地点では公表効果が即座に表

れず、公表から 2 年経過後より次第に高まったことが示された。実証分析の結果から、情報提供は、

都市資本価値に常に正の影響をもたらすことが示された。結論の中で、厚生改善のために、公共部門

は情報提供が有効であることのみならず、土地のリスクそのものを除去することが必要であることを

指摘しており、経済政策上も価値ある論文である。 

【最終試験の結果】 

令和 2年 2月 4日、システム情報工学研究科において、学位論文審査委員の全員出席のもと、著者

に論文について説明を求め、関連事項につき質疑応答を行った。その結果、学位論文審査委員全員に

よって、合格と判定された。 

【結論】 

上記の学位論文審査ならびに最終試験の結果に基づき、著者は博士（社会経済）の学位を受けるに

十分な資格を有するものと認める。 

 


